
いわて未来づくり機構  平成２３年度第１回ラウンドテーブル 
 

 

 

              日時：平成 23 年７月 19 日（火）15:30～16:00    

会場：ホテルメトロポリタン盛岡ニューウィング〔3 階星雲〕 

 

 

 

 

１ 開会 

 

２ 協議事項   

 ① ラウンドテーブルメンバーの変更について 

 ② ラウンドテーブルの共同代表の互選について 

 ③ 作業部会の設置及び廃止について 

④ 大震災からの復興に向けたアピールについて 

   

３ その他 

 

４ 閉会   

 

 

 

【出席者名簿】 

氏  名 所        属 

甘 竹 秀 雄  前大船渡商工会議所会頭、(株)アマタケ相談役   ＊欠席 

藤 井 克 己 岩手大学学長 

谷  村  邦  久 岩手県商工会議所連合会副会長、みちのくコカ・コーラボトリング㈱社長 

中  村  慶  久 岩手県立大学学長 

高 橋 真 裕 (社)岩手経済同友会代表幹事、岩手銀行頭取 

達 増 拓 也 岩手県知事                   ＊欠席 
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          作業部会の設置及び廃止について 

 

１ 活動方針 

  平成２３年度は東日本大震災津波からの復旧・復興をテーマとして活動する。 

 

２ 作業部会の活動 

 (1) 現行の各作業部会の活動方針は、次のとおりとする。 

作 業 部 会 ＜ テ ー マ ＞ 活 動 方 針 

第１作業部会＜1 次産品の高機能化＞     ３年間の活動終了により廃止 

第２作業部会＜産業基盤の集積と強化＞     震災をテーマに活動継続 

第３作業部会＜岩手ブランドの国内外展開＞ 休止 

第４作業部会＜地域力を支える人材育成＞ あと２年間、震災を加え活動継続 

第５作業部会＜医療と福祉体制の整備充実＞ 休止 

 

 (2) 第２、第４の作業部会と新たに設置する部会を中心として、震災をテーマに活

動するものとする。 

   ① 「機構会員が行う沿岸の産業復興支援事業(特にものづくり企業等への支援

事業)」                     担当：第２作業部会         

   ② 「 機構会員や、いわて高等教育コンソーシアム等が行う震災復興のための

人材育成事業と連携した取組等」           担当：第４作業部会 

   ③ 「公募型復興企画推進作業部会（仮称）」 担当：岩手県立大学 ⇒ 新設 

 

 (3) 第３、第５の作業部会は、震災により活動が困難になったことから、当面休止

とする。 

 

(4) 昨年度の第３回ラウンドテーブルで、観光作業部会を立ち上げることとなって

いたが、震災の発生により１年間見送りとするものの、来年度、本県でデストネ

ーションキャンペーンが予定されていることから、これに対する必要な協力は、

積極的に行うものであること。 
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東日本大震災津波からの復興に向けたアピール(案) 

 

『がんばろう岩手 つながろう岩手』緊急アピール 

 

本県は、去る３月 11 日、国内観測史上最大のマグニチュード 9.0 という東北

地方太平洋沖地震と津波に見舞われ、多くの方々が亡くなり、また、行方不明と

なるなど未曾有の大被害を受けました。 

 

私たち岩手県民は、明治、昭和の三陸大津波をはじめ、繰り返し大きな災害に

見舞われてきましたが、先人は、結（ゆい）の精神により、助け合い、励まし合

いながら克服してきました。私たちも、何としてもこの苦難を乗り越え、この岩

手を次の世代に引き継いでいかなければなりません。 

 

この余りに大きな自然災害を前にする時、この度、世界遺産に登録された平泉

が、12 世紀、多くの命が犠牲となった戦乱による荒廃から立ち上がり、平和な

理想郷を目指した際の、人と人との共生、人と自然との共生の理念を胸に、復興

に臨んでいくべきものとの思いを新たにします。 

 

岩手県が県内各層の方々と共に取りまとめた復興基本計画案では、「安全の確

保」「暮らしの再建」「なりわいの再生」の原則の下に、「いのちを守り 海と

大地と共に生きる ふるさと岩手・三陸の創造」を目指して取り組むこととして

います。 

 

オール岩手の官民協働のネットワークである「いわて未来づくり機構」は、こ

の計画の目指す姿の実現に向けて、地域を担う人材の育成や、三陸の海の資源を

活用した新産業創出など、地域と一体となって復興に取り組んでいくことを会員

の総意としてアピールするものです。 

 

 

 

平成２３年７月１９日 

いわて未来づくり機構  

共同代表名 
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いわていわていわていわて未来未来未来未来づくりづくりづくりづくり機構機構機構機構    会則会則会則会則    ((((改正案改正案改正案改正案))))    
 

（名称） 

第１ 本組織は、「いわて未来づくり機構（以下「機構」という。）」という。 

（目的） 

第２ 機構は、岩手県内で活動する組織が智慧と行動力を結集するためのネットワークを構築

し、岩手県の地域社会の総合的な発展に向けて県民力を挙げオール岩手で取り組み、具体的

に実践していくことを目的とする。 

（構成） 

第３ 機構は、第２の設置目的に賛同し、事務局に入会の意思を表示した岩手県内で活動する

組織（以下「会員」という。）をもって構成する。 

（活動事項） 

第４ 機構は、第２の目的を達成するために次の活動を行う。 

(1) 岩手県の地域社会の総合的な発展に資する方策の検討及び実践 

(2) (1)に係る情報発信 

(3) 会員相互及びラウンドテーブルと会員の意見交換及び情報共有 

(4) (1)～(3)を行うためのネットワークづくり 

(5) その他、機構の目的を達成するために必要な事項の検討及び実践 

（ラウンドテーブル） 

第５ 機構にラウンドテーブルを置く。 

２ 設立時におけるラウンドテーブルの構成員（以下「ラウンドテーブルメンバー」という。）

は、別表１のとおりとする。 

３２ ラウンドテーブルメンバーの変更は、ラウンドテーブルメンバーの過半数の承認を得て

行う。 

４３ ラウンドテーブルは、共同代表が必要と認めたとき開催する。 

５４ ラウンドテーブルは、岩手県の地域社会の総合的な発展のために克服すべき重要な課題

について意見を交換し、提言を行う。 

６５ 必要に応じ、学識経験者等にラウンドテーブルへの出席を求めることができる。 

（共同代表） 

第６ 機構に共同代表を若干名置く。 

２ 共同代表は、ラウンドテーブルメンバーの中から互選する。 

３ 共同代表は、それぞれが機構を代表し、機構の業務を統括する。 

４ 共同代表の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

（総会） 

第７ 総会は、共同代表が招集する。 

２ 総会の議長は、共同代表が務める。 

３ 総会は、次の事項を議決する。 

(1) 事業計画の決定及び変更 

資料 ３ 



 2

(2) 事業報告の承認 

(3) 会則の制定及び改正 

(4) その他必要と認められる事項 

（企画委員会） 

第８ 機構に、活動の企画・調整を担う企画委員会を置く。 

２ 企画委員会は、ラウンドテーブルメンバーが指名する者をもって構成する。 

３ 企画委員会に委員長を置く。 

４ 委員長は、企画委員の中から互選する。 

５ 企画委員会の運営については、別に定める。  

（作業部会） 

第９ 機構に、特定の課題に関する連携・協働の方針の策定、協働事業の企画立案及び協働事

業の実践並びに必要な調査研究等を行うため、作業部会を置くことができる。 

２ 作業部会の設置及び廃止は、ラウンドテーブルで決定する。 

３ 作業部会は、ラウンドテーブルメンバーが指名する者をもって構成する。 

４ 作業部会の運営については、別に定める。 

（会費） 

第10 機構の会費は、無料とする。ただし、一部事業の実施に伴い、参加負担金等を徴収する

ことができる。 

（事務局） 

第11 機構の事務を処理するため、事務局を置く。 

２ 事務局は、ラウンドテーブルメンバーが協力して運営する。 

（その他） 

第12 この会則に定めるもののほか、機構の運営に関し、必要な事項は、共同代表が別に定め

る。 

 

附則 この会則は、平成20年４月24日から施行する。 

附則 この会則は、平成23年 月 日から施行する。 
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【参考】 

 

１ 設立時におけるラウンドテーブルメンバー(職名は就任時) 

氏    名 

永 野 勝 美 （(社)岩手経済同友会代表幹事、岩手県商工会議所連合会会長） 

平 山 健 一 （国立大学法人岩手大学長） 

達 増 拓 也 （岩手県知事） 

甘 竹 秀 雄 （大船渡商工会議所会頭、(株)アマタケ取締役会長） 

谷 口   誠 （公立大学法人岩手県立大学長） 

玉 山   哲 （盛岡商工会議所副会頭、(株)東山堂代表取締役社長） 

元 持 勝 利 （(社)岩手経済同友会副代表幹事、岩手トヨペット(株)代表取締役社長） 

 

 

２ 平成22年5月25日からのラウンドテーブルメンバー(職名は改正時) 

氏    名 

永 野 勝 美 （(社)岩手経済同友会代表幹事、岩手県商工会議所連合会会長） 

藤 井 克 己 （国立大学法人岩手大学長） 

達 増 拓 也 （岩手県知事） 

甘 竹 秀 雄 （大船渡商工会議所会頭、(株)アマタケ相談役） 

谷 村 邦  久 （盛岡商工会議所副会頭、みちのくコカコーラボトリング㈱社長） 

中 村 慶 久 （公立大学法人岩手県立大学長） 

 



 

                 日時：平成 23 年 7 月 19 日（火）16:00～17:20 

会場：ホテルメトロポリタン盛岡ニューウイング 

４階「メトロポリタンホール」 

 

第 1 部 総 会 16：00～16：40 
 

１ 開会 

２ 共同代表あいさつ  藤井 克己 岩手大学学長 

３ 議事 

(1) 報告事項 

 ア ラウンドテーブルメンバーの変更について 

 イ 共同代表の選任について 

(2) 審議事項 

ア 議案第 1 号 平成 22 年度実績報告（案）について 

    ※機構全体＋作業部会から 

イ 議案第２号 平成 23 年度事業計画（案）について 

ウ 議案第３号 会則の改正について 

エ 議案第４号 大震災からの復興に向けたアピールについて 

 

   ４ 閉会 

 

 

第 2 部 講 演 16：40～17：20 

演題：｢岩手県東日本大震災津波復興計画／復興基本計画(案)｣について 

講師： 廣田 淳 岩手県理事兼復興局副局長  

 

○ 会員交流会 17:30～19:00  

４階「メトロポリタンホール」（会費：４０００円） 
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平成平成平成平成２２２２２２２２年度年度年度年度    事業実績報告事業実績報告事業実績報告事業実績報告((((案案案案))))    

 

「いわて未来づくり機構」の設立３年度目である平成 22 年度においては、総会を開催し、

また、ラウンドテーブルを 3 回、作業部会を延べ 25 回、さらに、機構の主催による講演

会等を開催するなど、活動を充実させることができた。 

一方、機構の趣旨や活動内容に関する会員や県民への一層の周知などの課題も残った。 

 

１１１１    事業内容事業内容事業内容事業内容    

(1) 総会の開催 

開催日：平成 22 年 5 月 25 日（火）15 時 

  場 所：ホテルメトロポリタン盛岡ニューウイング４階「メトロポリタンホール」 

内 容：ア 平成 21 年度事業報告(案)／平成 22 年度事業計画(案) 

    イ 講演 「人口減少を克服する日本の新成長戦略と地域の活性化」 

      講師 日本生命保険相互会社 特別顧問（前経済産業省事務次官） 

         北畑 隆生 様 

参加者：約 100 名 

 

(2) ラウンドテーブルの開催 

  ① 第１回ラウンドテーブル 

開催日：平成 22 年 5 月 25 日（火）14 時 30 分 

    場 所：ホテルメトロポリタン盛岡ニューウイング３階「桂」 

  内 容： ラウンドテーブルメンバーの変更を承認した。 

参加者：約５０名 

② 第２回ラウンドテーブル 

    開催日：平成 22 年 11 月 26 日（金）15 時 

    場 所：岩手銀行大会議室 

    内 容：ア 講演 「地域再生とアグリビジネス」 

          講師 野村アグリプランニング＆アドバイザリー㈱ 

             取締役社長 西澤 隆 様 

        イ 講師を交えて地域活性化などについて意見交換 

        ウ 機構の今後の方向性などについて意見交換       

    参加者：約５０名 

③ 第３回ラウンドテーブル 

 開催日：平成 23 年１月 31 日（月）15 時 

 場 所：岩手県庁 12 階特別会議室 

内 容：ア 各作業部会からの報告等について 

    イ 企画委員会の設置について 

 参加者：約５０名 

 

議案第１号 
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 (3) 作業部会の開催状況 

５つの作業部会が、それぞれテーマを設定して検討を進めており、その検討状況

はラウンドテーブルの場で報告した。 

  第１作業部会：一次産品の高機能化（座長：岩手銀行地域サポート部 松本座長） 

７回開催⇒「農商工連携推進セミナー」における提言発信、九戸村

におけるフードバレー実現に向けた検討 

第２作業部会：産業基盤の集積と強化（座長：岩手大学 小川教授） 

４回開催⇒岩手大学が 22 年度に新たに採択された文部科学省イノ

ベーションシステム整備事業により設置された「ものづくりイノベ

ーション推進協議会」と連携して、各機関等（産業振興センター、

工業技術センター、工業集積センター、県南振興局、北上市、岩手

大学等）の企業向け事業について、21 年度に策定したアクション

プランの８項目の課題に対応させ整理して、機構の HP にて公開。

また、管理法人、コーディネーターのネットワーク化と若手コーデ

ィネーターの育成の検討に着手。 

第３作業部会：岩手ブランドの国内外展開（座長：岩手県 大平政策監） 

３回開催⇒ブランドに関する意見交換 

  第４作業部会：地域力を支える人材育成（座長：岩手大学 後藤教授） 

９回開催⇒人材育成アンケート、地域における人材育成事業の実施、

いわて高等教育コンソーシアムへの「地域リーダー像」

提案のための検討 

  第５作業部会：医療と福祉体制の整備・充実（座長：岩手県立大学 佐藤教授） 

２回開催⇒いわてリハビリテーションセンターからの事例報告など 

 

(4) 事務局体制の状況 

① 平成 20 年５月 19 日に岩手県民情報交流センター（アイーナ）３階に事務局を開

設し、平成22年度は職員２名が常駐(23年4月から県庁政策地域部に事務局を移転)。 

② 平成 20 年７月１日より機構専用のホームページを開設し、運用。 

  公 開 用：http://iwatemirai.com/ 

  会員専用：http://iwatemirai.com/xoops/ 

③ ラウンドテーブルの報告を中心に、機関紙「いわて未来づくり機構だより」第８

～10 号を発行。 

 

２２２２    主要主要主要主要なななな成果成果成果成果（関係部会の順に記載）     

① 「農商工連携推進セミナー」における提言発信  

  平成 22 年 10 月 27 日（水）にホテルメトロポリタン・ニューウイングにおいてセ

ミナーを開催。ラウンドテーブルメンバーの永野共同代表が「農商工連携（６次産業

化）による地域経済の活性化」と題して基調講演を行って提言を発信した。 

また、岩手大学地域連携推進センターの鈴木幸一センター長をコメンテーターに、

「農商工連携・地域連携による新たなビジネス」をテーマにしたパネルディスカッシ
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ョンを行い、㈱南部美人、㈱アリーブ、㈱更木ふるさと公社、せいぶ農産ダイレクト

㈱、岩手県農業研究センターの取組を紹介した。 

  

 ② 岩手大学ものづくりイノベーション推進協議会との連携 

    政府（行政刷新会議）の事業仕分けによる産学官連携拠点(地域中核産学官連携拠

点)事業の廃止を受け、岩手大学が提案して新規に採択になった文部科学省イノベー

ションシステム整備事業「大学等産学官連携自立化促進プログラム（コーディネータ

ー支援型）」において、｢ものづくりコーディネート研究会」を継承する形で「岩手

大学ものづくりイノベーション推進協議会」として再構築し、第２作業部会と連携し

て活動を継承させた。 

   

③ 地元就職応援！地域企業説明会（企業説明＆就職セミナー）の開催  

 平成 22 年 7 月 2 日(金)、地元就職を指向する学生と、厳しい経営状況の中にあって

も優秀な人材の確保を目指す地元企業のニーズをマッチングさせることで、学生の地

元での就職を支援するとともに、地域の将来を担う産業人材の確保につなげるため地

域企業説明会を開催した。県内企業 11 社、学生 28 名の参加があった。 

 

 ④ 工場見学会の開催 

   平成 22 年 9 月 29 日(水)、12 月 27 日(月)、平成 23 年 2 月 17 日(金)の計 3 回、地

域企業の人材確保のための緊急アクションプランとして工場見学会を開催した。 

   見学した企業は、新日本製鐵株式会社釜石製鐵所、盛岡セイコー工業株式会社、サ

ンポット株式会社等７社、参加学生は、延べ 68 名であった。 

 

⑤ 買うなら岩手のもの運動の推進 

｢買うなら岩手のもの」のロゴマークに「私も好きです 岩手のもの」のコピーを

加えた新しい幟を作成し、岩手県商工会議所連合会及び岩手県が各 50 枚購入した。 

・機構ホームページに「買うなら岩手のもの」コーナーを設置 

・県内外の物産イベントに幟を貸し出し 

 

⑥ 岩手大学フェア 

 岩手大学が研究開発に協力した食品や工芸品を東京で販売する「岩手大学フェア」

（当機構共催）を平成 22 年 6 月 23 日(水)～25 日(金)まで銀座「いわて銀河プラザ」

で開催。「買うなら岩手のもの」の幟の提供など販促活動を行った。 

 

⑦ 黄金の國いわてフェアへの参加 

平成 22 年 10 月 21 日（木）～25 日（月）、イオンレイクタウン（埼玉県越谷市）に

おいて、「黄金の國いわてフェア」（主催：同実行委員会）が開催され、「買うなら岩手

のもの」運動の周知を行った。 

  

⑧ 岩手のモノ紹介コーナーの設置 
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  機構ＨＰに「岩手のモノ紹介コーナー」を設置して 16 産品を紹介するとともに、

併せてアイーナ３階「いわて希望プラザ」に展示コーナーを設置した。 

 

⑨ 人材育成データベース  

   平成 22 年３月に運用を開始した「人材育成データベースシステム」のユーザビリ

ティー向上のため、分野の追加やプログラムの検索機能の強化を図った。また、未来

づくり機構会員、県内自治体、ＪＡ、森林組合、ＮＰＯ法人等に人材育成プログラム

の実施状況等の調査を行い、データベースへの登録を行った。 

   平成 22 年 12 月１日現在の登録プログラム数は、平成 21 年度分が 392 件、平成 22

年度分が 562 件の計 954 件である。 

 

  ⑩ 地域における人材育成プログラムの実施 

   平成 20 年度に県内企業 100 社に行った人材育成に関するアンケート結果から、県

内自治体（久慈市、八幡平市）と共同で人材育成プログラムの実施を計画した。 

   久慈市では、ミドルリーダー育成を目的に市内企業の中堅職員が情報交換等をする

場を提供する「kuji cafe」の実施を計画した。平成 22 年６月に先行事例研究として、

盛岡市及び岩手大学地域連携推進センターの協力の下、インテレクチャルカフェ体験

会をアイーナで開催し、約 40 名の参加者があった。その後、関係機関との検討を重

ね、本年３月 16 日（水）に第１回 kuji cafe を久慈グランドホテルで開催予定であ

ったが、東日本大震災のため延期となった。 

 

   八幡平市では、地域活性化を目的とした「学生による地域づくり活動」の実施を計

画したが、学生と地域住民が活動の中心となることから、八幡平市といわて高等教育

コンソーシアムの主催とし、本作業部会の後援により活動を行った。八幡平市兄川地

区において、いわて高等教育コンソーシアム構成大学の学生 14 名が平成 22 年９月か

ら平成 23 年２月までの６か月間、兄川地区での調査活動やその結果を受けた課題解

決のための看板・掲示板の設置及び地域住民と学生による雪まつりを行った。この活

動はマスコミに度々取り上げられ、その効果は八幡平市だけでなく、県内各地に広が

った。 

 

  ⑪ 「地域リーダー像」の検討及び提言 

   県内５大学で組織する「いわて高等教育コンソーシアム」が実施を計画している「地

域リーダー育成プログラム」について、本作業部会に対し「地域リーダー像」の提案

依頼があった。それを受け、本作業部会では県内各界のリーダーを招いて、地域リー

ダー像検討のための勉強会を以下のとおり開催し、地域リーダー像の検討を重ね、平

成 23 年６月を目途に提言を行う予定である。 

    第１回（ 8 月 2 日実施）岩渕 明 岩手大学理事・副学長 

    第２回（ 8 月 28 日実施）中村哲雄 前葛巻町長 

    第３回（ 9 月 30 日実施）両川いずみ ＮＰＯいわて子育てネット副理事長・事

務局長 
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    第４回（11 月 1 日実施）浅沼康揮 岩手県総務部人事課総括課長 

    第５回（12 月 13 日実施）村井良隆 株式会社あさ開代表取締役社長 

 

⑫ 県民みんなで支える岩手の地域医療推進会議  

ラウンドテーブルからの提言を受け、平成 20 年 11 月に設立された県民総参加型の

地域医療体制づくりを県民運動的に取り組んでいく「県民みんなで支える岩手の地域

医療推進会議」に継続して参加した。 

 

⑬ 緊急作業部会の提言 

平成 21 年末に行われた国の事業仕分けにおいて、「地域科学技術振興・産学官連携

事業」などが廃止と評価され、文部科学省の都市エリア産学官連携促進事業や科学技

術振興機構のシーズ発掘試験など地域の研究開発事業のほか、本機構が調整機関とな

って 21 年度に採択された「産学官連携拠点の形成支援事業」等についても、H22 年度

から廃止されたことから、緊急作業部会（地域科学技術振興作業部会）を新たに設置

して提言をまとめ、文部科学省（研究振興局長 他）、経済産業省（経済産業局長 他）

に提出した（Ｈ22.6.16）。 

 

⑭ 「暴風、波浪、大雪の災害に対する緊急アピール」の決議 

  平成 22 年 12 月下旬と年末年始にかけての本県の沿岸と北部を中心とする暴風、波

浪、大雪は、農林水産業や道路等の生活基盤に大きな被害をもたらしたことから、第

３回ラウンドテーブルにおいて、機構では、広く県民が、被害にあわれた地域の産品

を購入、愛用することなどにより、地域の復興に手を差し伸べるよう緊急アピールを

決議した。 

 

⑮「県北沿岸の暴風、波浪、大雪の災害に対する応援フェア」の開催 

  上記⑭の緊急アピールの決議を受け、被害を受けた沿岸地域等の復興を支援するた

め、平成 23 年 2 月 9 日(水)に「もりおか雪あかり」開催中の岩手公園において、機構

と岩手県産（らら・いわて）が共同して地域の産品の即売会を開催した。 

 

⑯ 後援 

・農商工連携推進セミナー(主催：岩手県農業法人協会、岩手県農業会議) 

・第 1 回、第 2 回いわて企業力アップ支援セミナー(主催：岩手県、岩手県男女共

同参画センターほか) 

・ワークライフバランス推進セミナー(主催：(財)岩手県長寿社会振興財団、岩手県、

岩手県男女共同参画センター) 

・東北圏広域地方計画シンポジウム(主催：東北圏広域地方計画協議会)  

・岩手大学地域連携フォーラム（主催：岩手大学、盛岡市）       
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平成平成平成平成 23232323 年度事業計画年度事業計画年度事業計画年度事業計画((((案案案案))))    

 

１ 基本的考え方 

「いわて未来づくり機構」の設立４年目を迎える平成 23 年度は、「東日本大震災津

波」からの復旧復興をテーマとして活動する。 

また、これまで３年間活動してきた「県民所得の向上」については、その検討結果

が生かされるよう様々な機会をとらえて取り組んでいく。 

さらに、今年度新たに設置することとしている企画委員会とラウンドテーブル、作

業部会との意見・情報の交換により、機構の活動の一層の活性化と充実を図る。 

 

２ 事業内容 

(１) 総会の開催 

開 催 日：平成 23 年７月 19 日(火) 

内  容：① Ｈ22 事業実績報告案、Ｈ23 事業計画案の承認 

     ② 会則の改正(企画委員会の設置など) 

     ③ 大震災からの復興に向けたアピール 

     ④ ラウンドテーブルメンバーの変更等の報告 

  

(２) ラウンドテーブルの開催 

開催回数：年３回程度 

〔第１回〕 

開 催 日：平成 23 年７月 19 日(火) 

内  容：ラウンドテーブルメンバーの変更の承認 等 

〔第２回以降〕 

開 催 日：10 月、２月（予定） 

内  容：作業部会の検討状況の報告と意見交換、緊急課題への提言 等 

 

(３) 作業部会の活動 

第１作業部会（一次産品の高機能化）⇒ 活動の終了により廃止 

   

   第２作業部会（産業基盤の集積と強化） 

    ・機構会員が行う沿岸の産業復興支援事業(特にものづくり企業等への支援事

業)と連携した取組等 

 

   第３作業部会（岩手ブランドの国内外展開） ⇒ 震災により休止 

 

   第４作業部会（地域力を支える人材育成） 

    ・機構会員や、いわて高等教育コンソーシアム等が行う震災復興のための人

材育成事業と連携した取組等 

 

議案第２号 
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   第５作業部会（医療と福祉体制の整備・充実）  ⇒ 震災により休止 

 

 ○ 新たに立ち上げる部会 

   「公募型復興企画推進作業部会(仮称)」   (担当：岩手県立大学) 

    ・震災からの復興企画の公募などを実施 

 

(４) 各種事業の実施 

・提言活動(災害関係を含む。) 

・産学官連携事業に係るプラットホーム（調整機関）としての役割 

・買うなら岩手のもの運動の推進 

・各種事業への提案、応募など 

 

 (５) 他機関との連携 

・岩手大学フェア（７/６～10：いわて銀河プラザ）の共催及び共同実施 

・いわて高等教育コンソーシアム、県民みんなで支える岩手の地域医療推進会議、

ものづくりイノベーション推進協議会などとの協働 

・各種フェアなどへの参加 

・会員機関の実施する事業への後援 

 

(６) 会員間ネットワークの強化 

・ホームページを作業部会等の意見交換の場として活用 

・会員からの情報提供による情報共有の場として活用 

 

(７) 広報及び啓発活動 

  ・機構だよりの発行（継続） 

 ・ホームページを活用し、広く県民に情報を発信 

 ・Twitter などによる口コミ情報の利用 

 

 (８) 新規会員の獲得 

    機構の趣旨と利点を理解していただき、より多くのセクターをはじめ、個々の

企業からの参加が得られるように勧誘活動を行う。 


















































































